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議案第２５号  平成２９年度四日市市一般会計及び        

各特別会計等の決算認定について       から 

議案第３７号 市道路線の認定について           まで 

        並びに 

報告第１０号 市長専決処分事項の報告について       及び 

報告第１１号 議決事件に該当しない契約について  

 

ただいま上程されました議案及び報告についてご説明申し上げま

す。 

議案第２５号は、平成２９年度四日市市一般会計及び各特別会計等

の決算認定についてであります。  

平成２９年度の当初予算編成では、「３１万人元気創り予算」を掲

げ、「子育て支援・教育環境の改善」、「地域経済の拡大・活性化」

をはじめとする７つの基本方針に重点的・集中的に予算配分を行い、

第３次推進計画の初年度として推進計画事業の着実な進捗を図りま

した。 

平成２９年度中には、未就学児に対する子ども医療費助成の窓口負

担無料化に向けた準備や市制１２０周年記念事業などを実施したほ

か、高校総体や三重とこわか国体に向けた運動施設、北消防署北部分

署の整備などの大規模投資事業にも取り組んだところです。  

その結果、本市の平成２９年度一般会計決算は、歳入総額が前年度

と比較して１．９％の増で１１２２億９１５０万９４１円、歳出総額

が前年度と比較して１．７％の増で、１０９４億９３３６万８８１円

となり、過去２番目の規模となりました。  

歳入の構成比につきましては、市税が６０．１％、次いで国庫支出

金１４．１％、県支出金６．１％などとなっております。  

歳入のうち、市税は、市内企業の好調な業績に支えられ、法人市民
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税や償却資産に係る固定資産税が大幅な増収となった結果、市税全体

で６７５億２８６２万８５３２円と、前年度と比較して５．６％の増

で、過去最高の決算額を更新しました。  

また、国庫支出金は、保育所整備費補助金や臨時福祉給付金給付事

業費補助金などの増により前年度と比較して４．９％の増となったほ

か、県支出金についても、安心こども基金保育基盤整備事業補助金な

どの増により前年度と比較して７．５％の増となりました。  

一方、繰入金は、財政調整基金繰入金の減などにより前年度と比較

して５７．２％の減となったほか、市債についても、義務教育施設整

備事業資金の減などにより前年度と比較して５３．５％の減となりま

した。 

歳入のうち、収入未済額につきましては、平成２９年度中に不納欠

損処分に付した１億３５８６万４３３円を除き、市税その他を合わせ

た額が１７億８３９５万３１６５円となり、前年度から１億８８３９

万１０６６円の減となりました。  

また、平成２９年度の市税収納率は９８．０％と、昭和５４年度以

降で最高であった前年度をさらに上回り、県内市町における順位が１

位となりました。 

次に、歳出におきまして、目的別の主な構成比は、民生費が３７．

０％を占め、次いで土木費１５．１％、教育費１１．２％、総務費１

１．１％と続いており、また、性質別の主な構成比は、扶助費が２２．

９％、人件費が１５．３％、公債費が８．０％となっており、これら

を合計した義務的経費は全体の４６．２％を占めている一方で、普通

建設事業費が１２．７％となっております。  

性質別に前年度と比較しますと、人件費は、人勧改定等により１億

１８３６万７千円増加して０．７％の増、扶助費は、臨時福祉給付金

給付事業費、保育所事務費事業費、障害児通所事業費などの増により
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３億４７５１万１千円増加して１．４％の増、公債費は、過去に発行

した市債の償還終了に伴い、６億１５６８万４千円減少して６．６％

の減となり、これらの義務的経費の総額５０５億７２７７万８千円は、

前年度と比較して１億４９８０万６千円減少し、０．３％の減となり

ました。 

一方、投資的経費のうち、普通建設事業費１３８億５２５４万４千

円は、高校総体や三重とこわか国体の開催に向けて、霞ヶ浦緑地や中

央緑地の運動施設整備が本格化したことなどから、前年度と比較して

２３億４６３９万１千円増加し、２０．４％の大幅増となりました。 

また、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、２７

億９８１４万６０円となり、翌年度へ繰り越すべき財源４億１５６９

万６１９９円を差し引いた実質収支額は、２３億８２４４万３８６１

円となり、前年度と比較して８億１７７１万３６９６円増加しました。 

なお、翌年度への繰越額は、年度内に事業完了が見込めないものに

加え、四日市あすなろう鉄道線運行事業費などの国の経済対策分を繰

越したもので、合わせて３３件で１６億５５８０万９７２７円であり

ます。 

次に、特別会計の決算状況につきましては、全ての特別会計で歳入

歳出差引額の黒字が生じており、その内訳は、競輪事業特別会計で１

２億１９５４万１１９４円、国民健康保険特別会計で１９億８３２３

万４８４７円、介護保険特別会計で１２億２３８３万７６５９円など

となっております。  

また、平成２９年度の一般会計、各特別会計及び桜財産区を合計し

た決算額は、歳入総額１９７８億１３４９万３５３４円、歳出総額１

９０３億５２５６万７６９８円となりました。  

形式収支の総額は７４億６０９２万５８３６円で、事業繰越しによ

る翌年度へ繰り越すべき財源４億１５６９万６１９９円を差し引い
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た実質収支の総額は７０億４５２２万９６３７円となり、前年度と比

較して３億２２０２万１７１５円の減となりました。 

次に、本市における平成２９年度の財政状況について若干ご説明申

し上げます。 

経常収支比率につきましては、市税の増などにより、前年度と比較

して４．７ポイント改善し、８３．７％となりました。平成２８年度

の中核市平均９１．９％、施行時特例市平均９２．７％と比べた場合、

本市は財政構造の弾力性が高い水準にあります。 

また、平成２９年度末の市債残高は、交付税措置のない市債や臨時

財政対策債の発行を抑制したことから、一般会計で前年度より６５億

円減少して６１３億円となり、また、特別会計及び企業会計を含めた

全会計の市債残高も前年度より１０５億円減少して１６８９億円と

なりました。 

一方、平成２９年度末の基金残高は、一般会計で前年度より１１億

円増加して２９４億円となり、また、特別会計や土地開発基金を含め

た全基金残高も前年度より２９億円増加して３９３億円となりまし

た。 

次に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全

化判断比率につきましては、実質赤字比率、連結実質赤字比率は引き

続き「赤字なし」となり、実質公債費比率は７．８％，将来負担比率

は３４．４％と、いずれも前年度から改善し、全ての比率は財政再生

基準以内となりました。  

しかし、本市の実質公債費比率７．８％は、平成２８年度の中核市

平均６．４％、施行時特例市平均５．２％と比べると、依然として高

い水準にあり、今後も市債発行の抑制など、財政健全化に向けた取り

組みを継続していく必要があります。 

また、公営企業の経営健全化を判断する資金不足比率につきまして
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は、水道事業、市立四日市病院事業、下水道事業、地方公営企業法非

適用の食肉センター食肉市場、農業集落排水事業、いずれの会計にお

いても「赤字なし」であり、引き続き経営健全化基準以内となってお

ります。 

以上が、平成２９年度四日市市一般会計及び各特別会計等の決算の

概要であります。 

さて、現下の我が国の経済につきましては、７月の月例経済報告に

おいて、「景気は、緩やかに回復している」とされ、先行きについて

も「雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、

緩やかな回復が続くことが期待される」と見込まれております。  

このような経済情勢のもと、本市においては、高齢化が進むにつれ

て扶助費などの社会保障関連経費の増加や、老朽化した公共施設の維

持補修費の増加が見込まれるほか、十数年後から公共施設の建替のピ

ークを迎える見通しです。  

今後も、普通交付税の不交付団体として、将来にわたり持続可能で

自立した財政運営を行っていくため、長期的な視点から計画的に基金

積立を行い、公共施設の建替のピークに備えるとともに、財政規律を

緩めることなく、引き続き経常経費の節減に取り組んでまいります。 

そして、本市の持つ魅力や競争力をさらに伸ばす取り組みにも積極

的にチャレンジし、さらなる税収の確保につなげてまいりたいと考え

ております。 

どうか、ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。  

 

つづきまして、補正予算案について、ご説明申し上げます。  

議案第２９号は、本市一般会計補正予算第３号案であります。 

今回の補正の主な内容は、一般会計において、大阪府北部地震のブ

ロック塀倒壊事故を受け、通学路の現地調査や、アドバイザー派遣、
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ブロック塀等撤去費補助金の新設を行うため、ブロック塀等安全対策

事業費の計上や、小中学校、保育園及び幼稚園のブロック塀撤去やネ

ットフェンスへの改修に要する経費の増額補正を行うほか、新図書館

を含む中心市街地拠点施設の候補地について敷地条件、法規制条件、

交通アクセス等の整理及び比較検討を行うための可能性調査検討経

費や、中央緑地に屋外トイレや事務所などを設置するための運動施設

関連整備事業費を計上するとともに、笹川環状１号線に横断歩道橋を

設置するための交通安全施設整備単独事業費の増額補正などを行う

もので、歳入歳出予算の補正のほか、債務負担行為の補正や地方債の

補正を行おうとするものであります。  

歳入歳出予算につきましては、２億５３３２万４千円の減額で、補

正後の予算額は、１１６２億２６７２万４千円となります。 

以下、歳出の各款にわたり、主な内容についてご説明申し上げます。 

第２款 総務費は、中心市街地拠点施設整備可能性調査検討経費、

運動施設関連整備事業費、財政調整基金積立金の計上や、総合防災拠

点整備事業費、霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費の減額補正であります。 

第３款 民生費は、病児保育室整備事業費、地域子育て支援拠点事

業費補助金、保育所整備事業費の増額補正であります。  

第８款 土木費は、ブロック塀等安全対策事業費の計上や、交通安

全施設整備単独事業費の増額補正であります。  

第１０款 教育費は、小中学校及び幼稚園の施設補修費などの増額

補正であります。 

以上、歳出の概要をご説明申し上げましたが、歳入につきましては、

国の交付決定に伴い、地方特例交付金や普通交付税の補正を行うほか、

国庫支出金や県支出金などの歳出各款に関する特定財源を補正して

おります。 

また、歳入及び歳出の収支差につきましては、財政調整基金積立金
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を計上し、収支の均衡を図りました。 

債務負担行為につきましては、中心市街地拠点施設整備可能性調査

検討業務委託費、ファミリー・サポート・センター事業費、こども子

育て交流プラザ事業費や楠衛生センター解体事業費を追加するほか、

総合防災拠点整備事業費や霞ヶ浦緑地新野球場整備事業費などを増

額変更しております。 

 

つづきまして、条例その他の議案等についてご説明申し上げます。 

 議案第３０号  アセットマネジメント基金条例の制定につきまし

ては、既存の公共施設の計画的な維持更新に要する財源を確保するた

め、基金を設置しようとするものであります。  

 議案第３１号  建築基準法等関係手数料条例の一部改正につきま

しては、建築基準法の改正に伴い、建築の認定及び許可に係る手数料

に関する規定を整備しようとするものであります。  

 議案第３２号  開発許可等に関する条例の一部改正につきまして

は、建築基準法の改正に伴い、建築物の敷地の接道要件に関する規定

を整備しようとするものであります。  

 議案第３３号及び議案第３４号は、いずれも工事請負契約の締結に

ついてでありまして、中央緑地陸上競技場改修工事、霞ケ浦プール改

修工事について、それぞれ請負契約を締結しようとするものでありま

す。 

 議案第３５号及び議案第３６号は、いずれも動産の取得に関する議

案でありまして、消防ポンプ自動車１台、救助工作車１台をそれぞれ

取得しようとするものであります。  

 議案第３７号 市道路線の認定につきましては、道路法に基づき、

開発行為による松本９４号線ほか６路線の認定を行おうとするもの

であります。 
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 報告第１０号につきましては、地方自治法第１８０条第２項の規定

に基づき、１８件の専決処分事項を報告するものであります。  

報告第１１号につきましては、議決事件に該当しない契約について

の報告に関する条例に基づき、４件の契約を報告するものであります。 

以上が各議案等の概要であります。  

どうかよろしくご審議いただき、認定及び議決賜りますようお願い

申し上げます。 
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〔上下水道事業管理者説明〕  

 

議案第２６号  平成２９年度四日市市水道事業における利益の処

分及び決算認定についてご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

８１億６６７３万４９４９円、収益的支出の決算額は６５億４９２６

万１９０６円となりました。  

資本的収入の決算額は２億５８５万１７５６円、資本的支出の決算

額は３１億４９３７万１４５４円となり、資本的収入額が資本的支出

額に対して不足する額２９億４３５１万９６９８円は、減債積立金、

過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額並びに当年度分損益勘定留保資金で補填しました。  

損益計算書につきましては、収益７５億９９８１万８８９３円、費

用６１億３７１３万８８５３円となり、差し引き１４億６２６８万  

４０円の当年度純利益が生じました。  

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、当年度において発生し

なかったことから、当年度末残高は９６５２万３２３円となりました。 

利益剰余金は、当年度純利益の１４億６２６８万４０円のほか減債

積立金を取り崩した９億４１７７万５７５８円を合わせた２４億  

４４５万５７９８円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金１４億６２６８万４０円の

うち、９億７７９２万６０４円を企業債の償還に充てるため、減債積

立金に積み立て、残額４億８４７５万９４３６円を建設改良積立金に

積み立てるものであります。  

また、減債積立金を取り崩した９億４１７７万５７５８円を資本金

に組み入れることにつきまして議決をお願いするものであります。  
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貸借対照表につきましては、資産総額４５０億３５７９万７１７３

円、負債総額２１５億２４７０万１１５０円、資本総額２３５億  

１１０９万６０２３円となりました。  

経営状況につきましては、収入では給水収益が製造業における工場

増設などによる水需要の拡大により増加となったものの、受託工事収

益の減少により減収となりましたが、費用の削減により純利益は増益

となりました。 

主な事業といたしましては、第二期水道施設整備計画に基づき、高

度浄水処理施設整備事業として朝明水源地除マンガン処理施設の整

備を行いました。基幹施設耐震化事業については、基幹管路の耐震化

及び取水井の耐震化を実施しました。また、経年管布設替事業及び経

年施設更新事業を実施するとともに、水源確保事業として、取水能力

が低下してきていた朝明２号井の更新工事を実施しました。  

今後も水道施設の更新や耐震化事業を推進することから建設投資

の増加が見込まれますが、引き続き健全経営を維持しながら、安全で

良質な水道水の安定供給に一層努めてまいります。  

 

続きまして、議案第２８号 平成２９年度四日市市下水道事業にお

ける利益の処分及び決算認定についてご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

１５２億９１５０万６０８４円、収益的支出の決算額は１３２億  

４６９０万４３９８円となりました。  

資本的収入の決算額は５９億８０１３万８１２７円、資本的支出の

決算額は１１８億５０５５万５４０５円となり、資本的収入額が資本

的支出額に対して不足する額５８億７０４１万７２７８円につきま

しては、減債積立金、過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額並びに当年度分損益勘定留保資金で
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補填しました。 

損益計算書につきましては、収益１４９億３１１１万５２００円、

費用１３１億３０４３万９０７９円となり、差し引き１８億６７万  

６１２１円の当年度純利益が生じました。  

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、前年度末残高２１億  

２２５５万３４７９円、当年度発生高２４３２万９１２９円で、当年

度末残高は２１億４６８８万２６０８円となりました。  

利益剰余金は、当年度純利益の１８億６７万６１２１円のほか減債

積立金を取り崩した１５億７９６９万６２７０円を合わせた  

３３億８０３７万２３９１円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金１８億６７万６１２１円の

全額を企業債の償還に充てるため減債積立金に積み立てるものであ

ります。 

また、減債積立金を取り崩した１５億７９６９万６２７０円を資本

金に組み入れることにつきまして議決をお願いするものであります。 

貸借対照表につきましては、資産総額２３５３億３０３９万  

２４１９円、負債総額１７８０億１８０９万５３９９円、資本総額  

５７３億１２２９万７０２０円となりました。  

経営状況につきましては、収入では下水道使用料は、節水機器の普

及などによる影響から戸当たりの使用水量は減少したものの、整備区

域の拡大による水洗化人口が増加したことから微増になるとともに、

汚水施設の減価償却費の増加等に伴う他会計補助金が増加したこと

から増収となりました。費用では、汚水管渠整備に伴い減価償却費が

増加したものの、企業債利息、流域維持管理負担金及び資産減耗費な

どが減少したことから、純利益は前年度より増益となりました。  

主な事業といたしましては、汚水事業につきまして未普及対策とし
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て汚水管整備を進めた結果、処理区域内人口は前年度に比べ、４７７

５人増加し２４万１７０４人となり、人口普及率は７７．５％となり

ました。また、日永浄化センターの設備更新事業として、非常用発電

機設備工事及び監視制御設備工事などを行いました。  

雨水事業につきましては、新南五味塚ポンプ場及び吉崎ポンプ場に

おいて、建築工事や設備工事などを実施し進捗を図りました。  

今後につきましても、市街化区域の下水道整備概成を平成３７年度

末目標として未普及地域の解消を図るとともに、下水道施設の長寿命

化・耐震化を着実に進めてまいります。このため公共下水道への未接

続家屋の解消に努め、収益の確保を図るとともに、経費節減にも努め

てまいります。 

以上が水道事業及び下水道事業の決算の概要であります。  

人口減少や節水型社会の進展など、水需要の大幅な増加が見込めな

い厳しい経営環境は、今後も続くものと思われますが、安心・安全な

水を安定的に供給すること、また公共用水域の水質保全に努め、市民

生活や都市活動を支える重要なライフラインとしての上下水道事業

が将来にわたって継続できるよう、上下水道事業全体を一体として管

理しながら、経営改善・合理化を着実に進めることで、健全経営に取

り組んでまいる所存であります。  
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〔病院事業管理者説明〕  

 

議案第２７号  平成２９年度市立四日市病院事業決算認定につい

てご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は、

２１３億５２２５万４１０８円、収益的支出の決算額は、２０８億４

７１４万９６６９円となりました。 

資本的収入の決算額は、８億７５０４万７２９４円、資本的支出の

決算額は、２１億７２３７万２８７６円となり、資本的収入額が資本

的支出額に対して不足する額、１２億９７３２万５５８２円につきま

しては、過年度分損益勘定留保資金並びに当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額で補填いたしました。 

損益計算書につきましては、収益２１３億５３６万７３３円、費用

２０８億１１８５万５４１３円となり、差引き４億９３５０万５３２

０円の当年度純利益を生じました。 

剰余金計算書の利益剰余金につきましては、前年度繰越欠損金１８

億４０６４万３４９４円から当年度純利益４億９３５０万５３２０

円を差し引いた結果、１３億４７１３万８１７４円の当年度未処理欠

損金を生じました。  

欠損金処理計算書につきましては、当年度未処理欠損金１３億４７

１３万８１７４円を翌年度へ繰り越すものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額３３０億７８２万１１０５円、

負債総額１８０億３７００万５４５８円、資本総額１４９億７０８１

万５６４７円となりました。 

次に事業概要についてご説明いたします。当年度は、平成３２年度

までを期間とする第三次市立四日市病院中期経営計画の初年度に当

たります。この計画の重点項目に掲げました「医療機関群Ⅱ群病院の
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堅持」に向けては、当年度の診療実績が直接評価に繋がることから、

引き続き全身麻酔を伴う難易度の高い手術を実施するなど高度医療

や救急医療の提供に努めた結果、Ⅱ群病院という名称が平成30年度か

らＤＰＣ特定病院群に変更になりましたが、中期経営計画に掲げた病

院群の指定を堅持し、次年度以降への診療に繋げることができました。 

延べ利用患者数につきましては、入院が１５９，８１４人、外来が

４０７，９４５人となり、前年度と比較しますと、入院では３，００

２人の減少、外来では３３１人の増加となりました。 

 入院患者数は減少したものの、入院外来ともに診療単価の上昇によ

り収益的収入では、入院収益、外来収益ともに増収となり医業収益が

増加しました。一方、収益的支出では、材料費が高額な診療材料を用

いる心臓カテーテル治療の増などにより増加、経費が高精度放射線治

療装置導入による保守委託の増などにより増加、減価償却費が高精度

放射線治療棟の完成及び装置の導入により増加しましたが、当年度純

損益は３年連続の黒字を確保することができました。  

 施設整備につきましては、救急棟３階への人工透析室の移転拡充工

事を完了するとともに、旧透析棟に当たります外来診療棟３階への内

視鏡・Ｘ線ＴＶ室の移転拡充工事の進捗を図りました。また、来院者

の利便性向上のため、外来患者用院外駐車場の舗装工事を実施すると

ともに、更新時期を迎えた空調制御装置と電話交換機設備の更新を実

施しました。さらに、患者に安全、安心で高度な医療を提供するため、

多目的デジタルＸ線テレビ装置の１台追加を含む更新や人工心肺記

録装置などの更新を図りました。  

医療従事者の安定確保に向けては、平成２９年４月の職員定数条例

の改正を受け、急性期医療、高度医療を担う病院として必要な診療体

制と人員及び人材を確保するため、計画的な職員採用の取組を進めま

した。 
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 このほか患者満足度の向上への取組として、案内等のさらなる充実

のため平成２７年度から導入の病棟コンシェルジュを増員したほか、

がん診療連携拠点病院を目指すうえで受動喫煙防止のため病院敷地

内禁煙を実施しました。  

 当院を取り巻く環境は、急性期医療、周産期医療、がん治療など高

度医療ニーズへの対応や地域医療への支援のほか、医師をはじめとし

た医療従事者の確保など依然として厳しいものがあります。また、来

年10月に予定されている消費税率の改定が間近に迫るなど厳しい病

院運営が想定されます。  

 当院は、今後も北勢地域の中核病院として、安全、安心で良質な医

療を提供し続けるため、医療機能の分化と連携を図りながら、より信

頼される病院を目指し、職員が一丸となり努力を重ねて参ります。  

 


